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文化の風かおり  光かがやく  瀬戸の都・高松  

高 松 市 監 査 委 員 告 示 第 １ ７ 号

地 方 自 治 法 第 １ ９ ９ 条 第 ２ 項 及 び 第 ４ 項 の 規 定

に よ り 監 査 を 実 施 し た の で 、 そ の 結 果 に 関 す る 報

告 及 び 意 見 を 、 同 条 第 ９ 項 及 び 第 １ ０ 項 の 規 定 に

よ り 公 表 し ま す 。  

平 成 ２ ６ 年 ８ 月 １ ５ 日

高 松 市 監 査 委 員

吉 田  正 己 （ よ し だ  ま さ み ）

山 下  稔  （ や ま し た み の る ）

香 川  洋 二 （ か が わ  よ う じ ）

十 川  信 孝 （ そ ご う  の ぶ た か ）

（平成２６年８月１５日公表）

http://www.city.takamatsu.kagawa.jp/15113.html
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Ⅰ監査対象部局

1 監査実施期間

平成２６年４月１日から平成２６年５月９日まで

2 所属別監査結果

№ 所管課等 指摘 意見 合計

1 秘書課

2 総務課 1 1

3 総務課（情報公開室）

4 人事課

5 人事課（行政改革推進室）

6 危機管理課

7 情報政策課

8 広聴広報課 3 1 4

9 総務局全体 1 1

合計 4 2 6

3 監査対象事務

財務に関する事務の執行及び行政事務の執行

4 監査対象となる事務の執行年度

平成２５年度

5 監査の方法

6 監査の結果

平成２６年度定期監査及び行政監査の結果について

　平成２５年度の財務に関する事務の執行及び行政事務の執行が、予算、議決、法令等に基
づき、適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として実施した。特に、地方自治法第
２条第１４項（最少の経費で最大の効果を挙げる。）及び第１５項（組織及び運営の合理化
等）の規定の趣旨にのっとって行われているかどうかに意を用いた。
　監査に当たっては、対象部局から、関係書類の提出を求めるとともに、説明を聴取して実
施した。

　監査の結果、事務の執行については、おおむね適正に処理されていたが、別記のとおり、
その一部に改善を要する事項が認められる。
　当該事項について措置を講じたときは、地方自治法第１９９条第１２項の規定により、そ
の旨を監査委員に通知されたい。
　今後とも、法令等を遵守し、より一層、厳正かつ適切な事務の執行に努めるべきであるこ
とのほか、監査委員の意見を別記のとおり付するものである。

総 務 局 

【指摘】 

条例や規則等に違反して

いるか、著しく適切さを

欠くと判断されたもの 

【意見】 

組織及び運営の合理化の

観点から改善が望まれる

とされたもの 
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H26.8.15

結果
№

区 分
※

項 目
公表文
該当

ページ
所 管 課 等

№1 指摘 切手の受払処理について P3 総務課

№2 指摘 適正な決裁者までの執行伺について P4 広聴広報課

№3 指摘
業務委託契約に係る適正な仕様書の作成につ
いて

P5 広聴広報課

№4 指摘 執行伺の適切な事務処理について P6 広聴広報課

№5 意見
ホームページ掲載情報の適切な更新等につい
て

P7 広聴広報課

№6 意見 行政文書の情報公開に係る事務処理について P8 総務局全体

※ 指摘 ・・・ 条例や規則等に違反しているか、著しく適切さを欠くと判断されたもの

※ 意見 ・・・ 組織及び運営の合理化の観点から改善が望まれるとされたもの

【平成２６年度　総務局定期監査及び行政監査結果一覧】
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結果№ №1

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

監査実施年度／対象局 平成２６年度／総務局

総務課

高松市監査委員告示第17号

　切手の受払処理については、受払票を作成しておらず、また、その他の様式に
ついても、規則に定める様式を使用していないので、今後は規則に定める様式を
使用し、適正に事務処理されたい。

切手の受払処理について

平成26年8月15日

高松市物品会計規則

第３３条　材料品は、受入価格を附して、予算科目別に材料品（郵便切手類、生
産品）受払票（様式第５号）により整理しなければならない。

第３４条　物品取扱主任が、材料品を使用者に交付するときは、材料品請求票
（様式第６号）及び材料品払出票（様式第７号）によらなければならない。

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №2

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

高松市事務決裁規程第５条及び別表第１執行伺の表第１３項第１号

　執行伺（委託料）

　平成２５年度市政情報番組制作等業務委託に伴う見積徴取決裁については、局
長までの決裁となっているが、予定金額が５００万円を超えていることから、専
決者は副市長であり、当該執行伺に基づく委託料の支出は、専決者の意思決定の
手続を経ていないものとなっているので、今後、同種の事務処理を行う場合に
は、適正な決裁者までの決裁を受けられたい。

高松市監査委員告示第17号

適正な決裁者までの執行伺について

監査実施年度／対象局 平成２６年度／総務局

平成26年8月15日

広聴広報課

副市長 局長 課長

(１) 50万円を超えるもの 1,000万円以下 500万円以下 100万円以下

決裁事項
決裁者

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №3

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

広聴広報課

業務委託契約に係る適正な仕様書の作成について

監査実施年度／対象局 平成２６年度／総務局

高松市監査委員告示第17号 平成26年8月15日

　平成２５年度市政情報番組制作等業務委託契約の仕様書には、労働関係法規の
遵守及び適正な労働条件の確保についての事項が盛り込まれていないので、今
後、同種の契約を締結しようとする場合には、適正な仕様書を作成されたい。

　平成２４年２月１日付け高契号外財務部長通知「契約事務等の取扱いについて
（通知）」

　公共調達（市発注の工事（業務））における適正な労働条件を確保する観点か
ら、業務委託（コンサルを含む。）及び軽易な工事については、その仕様書に労
働関係法規の遵守及び適正な労働条件の確保についての事項を加えること。

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №4

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等 ①

内 容 ①

根 拠 法 令 ・
通 知 等 ②

内 容 ②

執行伺の適切な事務処理について

高松市契約規則第２４条

　市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、契約保証金の全部又は一部
を免除することができる。
(１)～(10)　（略）

平成26年8月15日

広聴広報課

　平成２５年度「広報たかまつ」仕分け配送業務委託（コミュニティ協議会）の
単価契約の締結決裁については、支出予定金額が５００万円を超えているにもか
かわらず、高松市契約規則第２４条第７号の規定を根拠に契約保証金を免除して
いるので、今後、同種の事務処理を行う場合には、適正に事務処理されたい。

高松市契約事務処理要綱第５０条

　契約規則第２４条第７号に規定する少額である契約金額は、予定価格が５００
万円未満の場合における当該契約金額とする。

監査実施年度／対象局 平成２６年度／総務局

高松市監査委員告示第17号

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №5

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 □指摘 ■意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

監査実施年度／対象局

広聴広報課

高松市監査委員告示第17号 平成26年8月15日

　高松市公式ホームページ「もっと高松」を利用した情報提供については、市政
の情報発信手段のひとつとして、その速報性を生かした活用が期待されるが、全
庁的に、最新かつ正確な情報提供が維持されていないように見受けられた。

ホームページの更新は、情報を提供する各課において行っているが、ホーム
ページ全体を維持・管理する担当課として、各課の広報取扱主任及びホームペー
ジ担当者の積極的な活用により、各ページの情報が適切に更新されているかの確
認や、職員のホームページを利用した情報提供に関する意識向上を促すなど、
ホームページ掲載情報の正確性を確保するための方策について検討されたい。

ホームページを利用した情報提供の正確性の確保について

平成２６年度／総務局

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №6

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 □指摘 ■意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

　行政文書の情報公開に係る開示区分・不開示理由については、高松市情報公開
条例第７条の規定により、適正に事務処理を行わなければならないが、今年度の
定期監査において、支出決裁に法人等の印影及び口座情報が記載されている請求
書が添付されているにもかかわらず、開示区分が公開になっているものや、公開
すべき決裁であるにもかかわらず、開示区分が非公開になっているものが見受け
られ、情報公開に対する職員の意識が全庁的に希薄であると考えられることか
ら、情報公開制度の適切な運用を確保するため、文書管理システムによる開示区
分等の設定において適正な事務処理がなされるよう、職員への周知徹底等を行わ
れたい。

監査実施年度／対象局 平成２６年度／総務局

高松市監査委員告示第17号 平成26年8月15日

総務局全体

行政文書の情報公開に係る事務処理について

監査結果（定期監査・行政監査） 
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Ⅱ監査対象部局

1 監査実施期間

平成２６年４月２８日から平成２６年６月５日まで

2 所属別監査結果

№ 指摘 意見 合計

1 財政課 1 1

2 契約監理課 1 1

3
契約監理課（技術検査
室）

4 財産経営課 2 2

5
財産経営課（危機管理
センター整備室）

6 納税課

7 納税課（債権回収室）

8 市民税課 1 1

9 資産税課

10 1 1

11

6 6

3 監査対象事務

財務に関する事務の執行及び行政事務の執行

4 監査対象となる事務の執行年度

平成２５年度

5 監査の方法

6 監査の結果

　平成２５年度の財務に関する事務の執行及び行政事務の執行が、予算、議決、法令等に基づき、
適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として実施した。特に、地方自治法第２条第１４項
（最少の経費で最大の効果を挙げる。）及び第１５項（組織及び運営の合理化等）の規定の趣旨に
のっとって行われているかどうかに意を用いた。
　監査に当たっては、対象部局から、関係書類の提出を求めるとともに、説明を聴取して実施し
た。

　監査の結果、事務の執行については、おおむね適正に処理されていたが、別記のとおり、その一
部に改善を要する事項が認められる。
　当該事項について措置を講じたときは、地方自治法第１９９条第１２項の規定により、その旨を
監査委員に通知されたい。
　今後とも、法令等を遵守し、より一層、厳正かつ適切な事務の執行に努めるべきである。

財
政
局

財政局全体

所管課等

合計

出納室

財政局及び出納室 

【指摘】 

条例や規則等に違反して

いるか、著しく適切さを

欠くと判断されたもの 

【意見】 

組織及び運営の合理化の

観点から改善が望まれる

とされたもの 
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H26.8.15

結果
№

区 分
※

項 目
公表文
該当

ページ
所 管 課 等

№1 指摘
業務委託契約に係る適正な仕様書の作成につ
いて

P11 財政課

№2 指摘
かがわ電子入札システム使用料等の協定書締
結に係る事務処理について

P12 契約監理課

№3 指摘 請求書の取扱いについて P13 財産経営課

№4 指摘
行政財産の目的外使用に係る事務処理につい
て

P14 財産経営課

№5 指摘 単価契約に係る契約書の作成について P15 市民税課

№6 指摘 文書の施行に係る事務処理について P16 財政局全体

※ 指摘 ・・・ 条例や規則等に違反しているか、著しく適切さを欠くと判断されたもの

【平成２６年度　財政局定期監査及び行政監査結果一覧】
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結果№ №1

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

　平成２４年２月１日付け高契号外財務部長通知「契約事務等の取扱いについて
（通知）」

　公共調達（市発注の工事（業務））における適正な労働条件を確保する観点か
ら、業務委託（コンサルを含む。）及び軽易な工事については、その仕様書に労
働関係法規の遵守及び適正な労働条件の確保についての事項を加えること。

監査実施年度／対象局 平成２６年度／財政局

財政課

高松市監査委員告示第17号

　平成２５年度公会計システム等運用保守業務委託契約の仕様書には、労働関係
法規の遵守及び適正な労働条件の確保についての事項が盛り込まれていないの
で、今後、同種の契約を締結しようとする場合には、適正な仕様書を作成された
い。

業務委託契約に係る適正な仕様書の作成について

平成26年8月15日

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №2

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等 ①

内 容 ①

根 拠 法 令 ・
通 知 等 ②

内 容 ②

高松市事務決裁規程第５条及び別表第１執行伺の表第１３項第１号

　執行伺（使用料及び賃借料）

　かがわ電子入札システムの使用及び使用料に関する平成２５年度協定の締結に
係る執行伺決裁については、課長までの決裁となっているが、予定金額が
１，０００万円を超えていることから、決裁者は市長であり、当該執行伺に基づ
く使用料の支出は、決裁者の意思決定の手続を経ていないものとなっていたの
で、今後は適正な決裁者までの決裁を受けられたい。
　また、平成２１年度の同システムの使用に関する基本協定の締結に係る市長決
裁をもって、２２年度から２７年度までの使用料に係る執行伺とすることについ
ては、各年度における支出予定金額に基づく執行伺の必要性の観点から見直しを
行い、適正に事務処理されたい。

高松市監査委員告示第17号

かがわ電子入札システム使用料等の協定書締結に係る事務処理について

監査実施年度／対象局 平成２６年度／財政局

平成26年8月15日

契約監理課

高松市事務決裁規程第４条第１項

　決裁を要する文書（電子文書（高松市文書規程（昭和42年高松市規程第22
号）第１条の２第２号に規定する電子文書をいう。）を含む。以下同じ。）は、
主管係長の決定及び文書取扱主任の文書審査を受けた後、順次直属上司の決定を
得て市長又は専決者の決裁を受けなければならない。

副市長 局長 課長

(１) 50万円を超えるもの 1,000万円以下 500万円以下 100万円以下

決裁事項
決裁者

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №3

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

　請求書に内訳書が添付されているにもかかわらず、割印又は袋とじの処理がさ
れていないものが見受けられたので、今後は適正に事務処理されたい。

　高松市会計規則第５４条

　支出についての証書類及び領収書は、次の各号によりこれを取り扱わなければ
ならない。
(３) ２枚以上をもって１通とする証書類は、その取扱者又は債主が割印又は袋

とじをしなければならない。

平成２６年度／財政局

高松市監査委員告示第17号 平成26年8月15日

財産経営課

請求書の取扱いについて

監査実施年度／対象局

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №4

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

平成26年8月15日

財産経営課

　平成２５年度の行政財産の目的外使用（高松市本庁舎西側公用車駐車場）に係
る事務処理については、使用許可台帳を作成していないので、今後は適正に事務
処理されたい。

高松市公有財産事務取扱規則第２６条第４項

　公有財産管理者は、行政財産使用許可台帳（様式第12号）を調整しなければ
ならない。

監査実施年度／対象局 平成２６年度／財政局

高松市監査委員告示第17号

行政財産の目的外使用に係る事務処理について

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №5

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等

内 容

監査実施年度／対象局 平成２６年度／財政局

高松市監査委員告示第17号 平成26年8月15日

市民税課

単価契約に係る契約書の作成について

　平成２５年度使用済み原付ナンバープレート等の売払については、単価による
契約にもかかわらず、請書により処理しているので、今後、同種の契約を締結す
る場合は、適正に事務処理されたい。

高松市契約規則第２１条第１項

　市長は、次の各号のいずれかに該当する場合には、前条第１項の規定にかかわ
らず、契約書の作成を省略することができる。ただし、単価による契約又は高松
市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例第２条各号に掲げる契
約については、この限りでない。

監査結果（定期監査・行政監査） 
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結果№ №6

告 示 番 号 告 示 日

所 管 課 等 区 分 ■指摘 □意見

指 摘 ・ 意 見
の 項 目

内 容

根 拠 法 令 ・
通 知 等 ①

内 容 ①

根 拠 法 令 ・
通 知 等 ②

内 容 ②

第２１条　市名、市長名、市長職務代理者名、会計管理者名、会計管理者事務代
理者名、保健所長名、福祉事務所長名、建築主事名又は建築監視員名で施行する
文書には、高松市公印規則の定めるところにより、公印を押さなければならな
い。ただし、次に掲げる文書については、公印の押印を省略することができる。
(２) 照会、回答等で直接法律効果を生じない文書
２　前項ただし書の規定により公印の押印を省略する場合は、起案に係る文書に
その旨を表示しなければならない。
第２４条　発送を要する文書には、次により記号及び番号を付けなければならな
い。
(４) 庁内限りで処理する文書のうち軽易なものについては、番号を記入しない
で「号外」として処理すること。

　公印の押印を省略する場合、文書管理システム起案画面の文書目録タブ「公
印」欄で「省略」を選択するとともに、伺い文においても「高松市行政文書管理
規程第２１条第１項第○号の規定により、公印の押印を省略するものです。」等
と記述し、決裁を受けること。また、余白処理によるときは「～してよろしい
か。」という伺い文の次に「公印省略」と朱書きし、決裁を受けること。

文書法制事務の手引

　市長名で施行する文書において、公印の押印を省略しているにもかかわらず、
文書目録タブ「公印」欄で不要を選択しているもの、また、起案の伺い文にその
旨が記載されていないもの、さらに、発送番号を付けなければならないにもかか
わらず、「号外」として処理しているものが見受けられたので、今後は、適正に
事務処理されたい。

文書の施行に係る事務処理について

財政局全体

平成26年8月15日高松市監査委員告示第17号

平成２６年度／財政局監査実施年度／対象局

高松市行政文書管理規程

監査結果（定期監査・行政監査） 
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